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【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  

ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)が、ファイナンシャル・プラ

ンニング業務を 行ううえでは関連業法等を順守することが重要である。FPの行為

に関する次の(ア)~(エ)の記述 について、適切なものには○、不適切なものには

×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)投資助言・代理業の登録を受けていないFPが、顧客が保有する株式の発行会

社のホームページからダウンロードしたIR資料を印刷して手渡した。  

 

(イ)弁護士資格を有していないFP(遺言者や公証人と利害関係はない成年者)が、

顧客から依頼されて公正証書遺言の証人として立ち会い、顧客から適正な報酬を

受け取った。  

 

(ウ)税理士資格を有していないFPが、顧客に対し、顧客が持参した資料を基に具

体的な所得税の納税額計算を無償で行った。  

 

(エ)社会保険労務士資格を有していないFPが、顧客である個人事業主が受ける雇

用関係助成金申請の書類を作成して手続きの代行を行い、報酬を受け取った。  

 

 

  



【答え】 

ア.適切○ 

金融商品取引業者として登録を受けていない FPは、投資助言・ 代理業・投資運

用業を行ってはいけません。 

投資判断となる決済報告書、景気動向などを知らせることは投資助言とはならな

いため可能です。 

 

 

イ. 適切○ 

公正証書遺言の作成時の証人になるには資格はいりません。 

FPが対価を得て引き受けることは可能です。 

 
 
ウ.不適切☓ 

税理士資格を持たないFPは、具体的な計算や税務相談や税務書類の作成を行って

はいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができません

が、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 
 
エ. 不適切☓ 

社労士資格のない FPが雇用調整助成金や、年金請求手続きを業務として代行する

ことは出来ません。※顧客の助成金や公的年金の受給見込み額の計算を行うこと

は可能です。 

 

  



問2  

ファイナンシャル・プランニングのプロセスに従い、次の(ア)~(カ)を6つのステ

ップの順番に 並べ替えたものとして、最も適切なものはどれか。  

 

(ア)顧客の目標を達成するために必要なプランを作成し、顧客に提案書を提示し

て説明を行う。  

 

(イ)顧客のキャッシュフロー表などを作成し、将来の財政状況の予測・分析等を

行う。  

 

(ウ)顧客の家族構成などの環境の変化、税制や法律改正の内容を考慮し、定期的

にプランの見直しを  

行う。  

 

(エ)作成したプランに従い、顧客が行う金融商品の購入、不動産売却等の実行を

支援する。  

 

(オ)顧客にファイナンシャル・プランニングで提供するサービス内容や報酬体系

などを説明し、了解  

を得る。  

 

(カ)面談やヒアリングシートにより顧客および家族の情報、財政的な情報等を収

集し、顧客の財政的な目標を明確化する。  

 

 

1 .( オ ) → ( カ ) → ( イ ) → ( ア ) → ( エ ) → ( ウ )  

 

2 .( オ ) → ( カ ) → ( イ ) → ( エ ) → ( ア ) → ( ウ )  

 

3 .( カ ) → ( イ ) → ( オ ) → ( ア ) → ( エ ) → ( ウ )  

 

4 .( カ ) → ( イ ) → ( オ ) → ( エ ) → ( ア ) → ( ウ )  

 

  



【答え】 

ファイナンシャル・プランニングのプロセスは6ステップあります。 

 

1.顧客へのサービス説明、及び関係の確立…(オ) 

 

2.顧客と面談し、顧客の情報を収集し、顧客の目標を明確化する…（カ） 

 

3.収集した情報から財政状況を分析し、将来の予測を行う…（イ） 

 

4.顧客が目標を実現できるためのプランを作成し、説明を行う…（ア） 

 

5.作成したプランを実行する…（エ） 

 

6.顧客の実生活の変化に合わせて、定期的にプランの修正・見直しを行う…(ウ) 

 

 

 

従って、正解は【1. （オ） → （カ） → （イ） → （ア） → （エ） → 

（ウ）】 

  



【第2問】下記の(問3)~(問6)について解答しなさい。  

問3  
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【答え】 

ア）それぞれのNISAの対象となる年齢は、NISAおよびつみたてNISAでは20歳以

上、ジュニアNISAでは20歳未満までが対象年齢です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

イ）ジュニアNISAの年間の非課税となる投資上限は、80万円です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

ウ)つみたてNISAの非課税期間は20年です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

エ) ジュニアNISAの払い出し制限は口座開設者が3月31日の時点で18歳になる年度

末の前の年、12月31日までです。  

 

従って、正解は【(ア)20 (イ)80 (ウ)20 (エ)18】 

  



問4  

西山さんは、保有しているHM投資信託(追加型国内公募株式投資信託)の収益分配

金を2019年 8月に受け取った。HM投資信託の運用状況が下記<資料>のとおりであ

る場合、収益分配後の個別元本として、正しいものはどれか。  

 
 

1. 13,580円  

2. 13,620円  

3. 13,650円  

4. 13,690円  

 

 

  



【答え】 

●分配金の中身は 2 種類あります。  

「普通分配金」は、利益が出た部分。  

「元本払戻金(特別分配金)」は、元本が戻ってきた部分。  

※分配金が元本払戻金のみの場合。 

自分が投資した元本が戻ってきたわけなので、投資した金額は戻ってきた分、減

ることになる。  

 

 

●計算方法 

収益分配後の個別元本は、収益分配前の個別元本から、自分の投資額から払い戻

された元本払戻金を引くことで求められます。 

収益分配前の個別元本 13,690円だったものが、分配後の基準価格 13,580円にな

っています。 

 

分配金として 150円支払われましたので、元本との差額は 110円です。  

従って、支払われた 150円の内、購入時の元本と分配後の元本(基準価額)との差

額分 110円は元本払戻金(特別分配金)で、普通分配金は 40円です。  

 

従って、収益分配後の個別元本は、 

収益分配前の個別元本：13,690円−元本払戻金:110円＝13,580円 
 

 

従って、正解は【1. 13,580円】 

  



問5  

財形貯蓄制度に関する下表の空欄(ア)~(エ)にあてはまる語句に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。なお、復興特別所得税については考慮しない

こと。  

 

 
 

1.(ア)にあてはまる語句は「満55歳」である。  

2.(イ)にあてはまる語句は「3年」である。  

3.(ウ)にあてはまる語句は「385万円」である。  

4.(エ)にあてはまる語句は「積立開始時からの利息相当分すべてが一時所得とし

て総合課税扱いとなる」である。 

 

  



【答え】 

 財形年金貯蓄 財形住宅貯蓄 

契約可能年齢 55歳未満 55歳未満 

積立期間 5年以上 5年以上(※住宅の取得・

増改築の場合は5年未満

でも可) 

非課税枠(※財形年金貯

蓄・財形住宅貯蓄との合

計額) 

 

550万円(※保険型の場合

は385万円) 

 

550万円 

1.適切 

財形年金貯蓄・財形住宅貯蓄それぞれの契約可能年齢は55歳未満です。 

 

 

2.不適切 

財形年金貯蓄・財形住宅貯蓄それぞれの積立期間は5年以上で、財形住宅貯蓄では

住宅の取得・増改築の場合は5年未満でも可 

 

 

3.適切 

財形年金貯蓄・財形住宅貯蓄の非課税額は財形年金貯蓄・財形住宅貯蓄との合計

で550万円です。 

財形年金貯蓄の場合、保険型の非課税枠が385万円となるので、財形住宅貯蓄型の

非課税枠は165万円となります。 

 

 

4.適切 

財形年金貯蓄の保険型を目的外で払い戻しを行った場合には、解約扱いとなりま

す。 

その際には、積立開始時からの利息相当分すべてが一時所得とされ、総合課税の

対象です。 

 

 

従って、正解は【2】 

  



問6  

下記<資料>に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる数値または語句の組

み合わせとして、 正しいものはどれか。なお、空欄(ア)の解答に当たっては、小

数点以下第2位を四捨五入すること。  

 

 
  



【答え】 

ア）PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標です。  

PER(倍)=株価÷1株当たり当期純利益(EPS)  

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数  

・PERが高いほど割高  

・PERが低いほど割安  

 
YA社の場合 

7,500円÷400円=18.75倍→18.8倍 

 

 

配当利回りは株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示し

た数値です。 

配当利回り=1株当たり年間配当金÷株価×100  

・株価に対して何%の配当を出しているかを示します。 

・数値の高いほど、利回りが高い。 

YA社の場合 

150円÷7,500円×100=2.0% 

 

YB社の場合 

45円÷3,000円×100=1.5% 

 

従ってYA社の方が利回りが高い。 

 

従って、正解は【3．（ア）18.8 （イ）YA】 

  



【第3問】下記の(問7)~(問10)について解答しなさい。  

問7  

不動産取得税に関する次の記述の空欄(ア)~(エ)にあてはまる語句を語群の中から

選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。  

 
 

 

  



【答え】 

ア）不動産取得税は地方税にあたり、課税主体は不動産のある都道府県です。…2 

 

 

イ）不動産取得税は課税標準額×税率によって計算され、課税標準は固定資産税

評価額が使用されます。…6 

 

 

ウ)不動産取得税は、個人が相続によって不動産を取得した場合には、相続税扱い

となるため、課税されません。…9 

 

 

エ）以下の要件を満たすことにより、課税標準の特例が受けられます。 

・床面積が50㎡以上240㎡以下 

・取得した者が居住・セカンドハウスを目的とする場合 

・1982年1月1日以降の建築物、あるいは新耐震基準を満たしているもの 

これらの基準を満たした場合の新築、増改築の取得については1戸につき1,200万

円の控除が可能です。…10 

 

 

従って、正解は【(ア)２．都道府県 (イ)６．固定資産税評価額 (ウ)９．相続 

(エ)１０． １,２００万円】 

 

  



問8  

下記<資料>は、平尾さんが購入を検討している投資用マンションの概要である。

この物件の実質利回り(年利)として、正しいものはどれか。なお、<資料>に記載

のない事項については一切考慮しないこととし、計算結果については小数点以下

第3位を四捨五入すること。  

 
 

1. 5.55%  

2. 4.63%  

3. 4.55%  

4. 4.28%  

 

 

  



【答え】 

不動産利回りの計算には 

・表面利回り…年間家賃収入÷物件価格×100 

・実質利回り…(年間家賃収入-年間支出)÷物件価格×100 

 

資料より、 

物件価格1,860万円 

 

年間家賃収入 

・月額賃料86,000円×12ヶ月＝1,032,000円 

 

年間支出 

・管理費10,000円×12ヶ月=120,000円 

・管理業務委託費、月額賃料の5% 86,000円×5%×12ヶ月=51,600円 

・固定資産税年額65,000円 

支出計236,600円 

 

｛（1,032,000円-236,600円÷18,600,000円）｝×100=4.2763… 

小数点以下第 3 位四捨五入により 4.28% 

 

従って、正解は【4. 4.28% 】 

  



問9  

建築基準法に従い、下記<資料>の甲土地に建物を建てる場合の建築面積の最高限

度を計算しなさい。 なお、<資料>に記載のない条件については一切考慮しないこ

ととする。また、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従うこ

と。  

 
  



【答え】 

建築面積を求める式は 

最大建築面積＝敷地面積×建ぺい率 

 

[建築基準法上の道路] 

・幅員が4m以上の道路。 

・幅員が4m未満の道路で、建築基準法が施行された時すでに存在し、特定行政庁

の指定により例外として認められている道路を2項道路といいます。 

 

2項道路は、道路の中心線から2m後退した線が、道路の境界線とみなされます。こ

れをセットバックと言います。 

 

セットバックした部分は建物を建てられないので、建ぺい率や容積率を計算する

際の敷地面積には算入できません。 

 

本問では甲土地・乙土地ともにセットバックを要します。 

幅員3.2ｍですので、4m未満の2項道路となり、道路の中心線から2m後退した線

が、道路の境界線とみなされます。 

(4m-3.2m)÷2=0.4m 

 

10mが0.4m後退することになり、甲土地の面積は 

15m×9.6m=144㎡ 

 

建築面積＝144×5/10=72㎡ 

 

従って、正解は【72㎡】 

  



問10  

浜松さんは、相続により10年前に取得し、継続して居住していた自宅を売却し

た。売却に係る状況 が下記<資料>のとおりである場合の所得税における課税長期

譲渡所得の金額として、正しいものはどれか。なお、<資料>に記載のない条件に

ついては一切考慮しないこと。  

 

 
  



【答え】 

長期譲渡所得の計算式は 

長期譲渡所得(譲渡した年の 1月 1日での所有期間が 5年以上)の金額 

=総収入金額(譲渡価格)-(取得費+譲渡費用)-特別控除額 

 

・取得費は【取得にかかった金額+設備費+改良費―減価償却費】  

・取得費が不明な場合や実際の取得費が収入金額の 5%より少ない場合は、収入金

額の 5%を取得費とすることができます。(概算取得費)  

資料より、 

・譲渡価額:5,000万円 

・取得費：不明のため概算取得費として収入金額の 5% 

・譲渡費用：250万円 

・特別控除：3.000万円 

 

＝5,000万円－(5,000万円×5％＋250万円)－3,000万円=1,500万円 

                       500万円 

 

従って、正解は【2. 1,500万円】 

  



【第4問】下記の(問11)~(問14)について解答しなさい。  

問11  

駒田香里さん(45歳)が保険契約者(保険料負担者)および被保険者として加入して

いる生命保険 (下記<資料>参照)の保障内容に関する次の記述の空欄(ア)~(ウ)に

あてはまる数値を解答欄に記入しなさい。なお、保険契約は有効に継続している

ものとし、香里さんはこれまでに<資料>の保険から、保険金・給付金を一度も受

け取っていないものとする。また、各々の記述はそれぞれ独立した問題であり、

相互に影響を与えないものとする。  

 
 

  



 
 

  



【答え】 

ア）突発性難聴で8日間の入院、退院後10日間の通院の場合には、資料より、疾病

入院給付金・通院給付金を受け取ることができます。 

疾病入院給付金は病気で入院した場合に給付を受けることの出来る保険です。 

また、通院給付金は治療のための通院の場合に給付を受けられます。 

 

・疾病入院給付金 

日額5,000円×8日=4万円 

・入院給付金 

日額3,000円×10日=3万円 

計7万円 

 
 

イ）乳ガンといった女性特有のガンの場合に、がん保険はもちろんですが、女性

疾病給付金の給付もうけられます。 

また、入院と手術による疾病入院給付金・手術給付金の支給も受けられます。 

 

がん保険では、初めてのガンで入院・手術も受けているので、がん診断給付金、

入院給付金、手術給付金の給付を受けられます。 

 

資料1 

疾病入院給付金：日額5,000円×18日=9万円 

女性疾病入院給付金：日額5,000円×18日=9万円 

手術給付金:5,000円×40倍=20万円 

計38万円 

 

資料2 

がん診断給付金:100万円 

ガン入院給付金:日額1万円×18日=18万円 

ガン手術給付金:20万円 

計138万円 

総額176万円 



 
 

ウ）交通事故で死亡した場合には、 

資料1 

死亡保険金:100万円 

資料2 

死亡給付金10万円 

 

計110万円 

  



問12  

五十嵐重彦さんが2019年中に支払った医療保険および個人年金保険の保険料は下

記<資料>のとおりである。この場合の重彦さんの2019年分の所得税の計算におけ

る生命保険料控除の金額として、 正しいものはどれか。なお、下記<資料>の保険

について、これまでに契約内容の変更はないものとする。また、その年分の生命

保険料控除額が最も多くなるように計算すること。  

 

 
 

  



【答え】 

平成２４年１月１日より生命保険料控除等の制度が変更になりました。 

従来は一般生命保険料控除と個人年金保険料控除でしたが新制度では、一般生命

保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険料控除の３つになりました。 

 

・それ以前に締結した契約は 

平成 23年 12月 31日以前に締結した生命保険の場合でも平成 24年 1月 1日以降

に契約更新・転換や特約の中途付加を行う事ができ、以降は新たな生命保険料控

除制度が適用されるため、更新後は、新たな生命保険料控除の対象となり、保障

内容ごとに上記控除（一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険

料控除）に分けて控除額が計算されます。 

転換や特約の中途付加を行わなければ、引き続き、旧制度のままの控除の対象と

なります。 

 

控除額上限は旧制度では各5万円、新制度では各4万円です。 

 

・控除額上限 

 一般生命保険料控

除 

個人年金保険料控

除 

介護医療保険料控

除 

旧制度控除額: 5万円 5万円  

新制度控除額 4万円 4万円 4万円 

 

2005年は平成17年ですので、個人年金保険は旧制度。 

2015年は平成27年ですので、医療保険は新制度。 

 
 



速算表より、 

・個人年金の年間支払保険料は 120,240円=控除額 5 万円 
 

・医療保険の年間支払保険料は58,440円 

従って、58,440円×1/4＋20,000円=控除額34,610円 

 

計84,610円 

 

 

従って、正解は【4. 84,610円】 

  



問13  

荒木さんは、疾病Xおよび疾病Y(前後に入院した疾病Xとは無関係)により入院をし

た。下記<資 料>に基づき、荒木さんが契約している医療保険の入院給付金の日数

に関する次の記述の空欄(ア)、 (イ)に入る数値を解答欄に記入しなさい。なお、

荒木さんは、入院Aについてはこの医療保険から所 定の入院給付金を受け取って

いるが、それ以外にこの医療保険から一度も給付金を受け取っていないものとす

る。  

 
 

 

  



【答え】 

ア）入院Bについて 

給付金の支払い条件では、入院1日目から支払われるので、疾病Xとは無関係の疾

病Bでは28日分の支払いを受けられます。 

 

 

イ）入院Cについて 

再度疾病Xにより入院した入院Cでは、入院Aで退院後153日後の入院となります。 

180日以内に同じ疾病により再入院した場合には、1回の入院とみなされるため、

入院日数は入院Aの45日＋入院Cの36日＝81日となります。 

 

1入院の限度日数は60日ですので、60日-45日=15日 

 

従って入院Cでは15日分の支払いが受けられます。 

 

 
 

 

従って、正解は【ア.28日  イ.15日】 

  



問14  

下記<資料>の保険の対象となる住宅建物が火災により500万円の損害を受けた場

合、支払われる損害保険金の額として、正しいものはどれか。なお、特約は付帯

されていないものとする。また、解答に当たっては、<資料>に基づくこととす

る。  

 

 
  



【答え】 

損害保険では、 

・保険をかける対象の見積額を保険価額 

・実際に保険会社が補償する金額を保険金額 

といいます。上記の関係から 

保険価額 ‹ 保険金額 保険金額が大きい場合は超過保険 

保険価額 › 保険金額 保険価額が大きい場合は一部保険 

保険価額 ≒ 保険金額 両方が等しい場合は全部保険 

 

超過保険・全部保険は損害額全額が支払われる実損てん補 

一部保険は保険価額と保険金額の割合によって補償額が削減される比例てん補 

 

アの建物の再調達価額は2,000万円で、80%だと1,600万円ですので、保険金額

1,200円では80%を下回ります。 

 

 
 

従ってイで計算すると、 

(損害の額500万円-自己負担額0円)×建物の保険金額1,200万円÷(再調達価額

2,000万円×80%)=375万円 

 

従って、正解は【2. 375万円】 

  



【第5問】下記の(問15)~(問18)について解答しなさい。  

問15  

会社員の伊丹さんは、2019年12月に勤務先を退職する予定である。伊丹さんの退

職に係るデー タが下記<資料>のとおりである場合、伊丹さんの退職一時金に係る

退職所得の金額として、正しいも のはどれか。なお、伊丹さんは、勤務先の役員

であったことはなく、退職は障害者になったことに基因 するものではない。  

 

<資料:伊丹さんの退職に係るデータ>  

・支給される退職一時金 1,900万円  

・勤続期間 24年9ヵ月  

 

1. 375万円  

 

2. 410万円  

 

3. 750万円  

 

4. 820万円  

 

 

 

  



【答え】 

退職所得の計算式は 

(退職収入-退職所得控除)×1/2 

 

退職所得控除額の計算では、勤続年数が20年以上・以下によって計算式が違いま

す。 

 

!"#$ % &'()*+, %

-. #/0 % 1. 23!"#$456 7. 289 %

-. #: % ;. 2834!"#$< -. #9 ＋7.. 28 %
※勤続年数が1年に達していない部分は切り上げる。 

 

資料では、退職一時金：1,900万円 

勤続年数：24年9ヶ月→25年になる 

 

・退職所得控除額 

70万円×(25年-20年)＋800万円＝1,150万円 

 

・退職所得 

(1,900万円-1,150万円)×1/2=375万円 

 

 

従って、正解は【1. 375万円 】 

  



問16  

個人事業主の高倉さんは、2019年4月に建物を購入し、飲食店の店舗の用に供して

いる。高倉さんの2019年分の必要経費に算入すべき減価償却費の金額として、正

しいものはどれか。なお、建物の取得価額は3,000万円、2019年中の事業供用月数

は9ヵ月、耐用年数は20年とする。  

 

 
 

1. 1,125,000円  

 

2. 1,500,000円  

 

3. 2,250,000円  

 

4. 3,000,000円  

 

 

  



【答え】 

減価償却費とは、企業が設備投資などで購入した資産の支出を、長期的に分割し

経費として支出することです。 

 

減価償却の計算方法は、 

・定率法…資産の経年により、経年時の価値によって一定の割合で減価償却を行

う方法で、年々償却額は安くなる。 

 

・定額法…毎年、一定額を計上する。 

 

建物の減価償却では定率法しか適用できません。 

 

従って減価償却率=取得価額3,000万円×定率法の償却率0.100×使用年数

9/12=1,125、000円 

 

従って、正解は【1. 1,125,000円】 

  



問17  

会社員の岡さんの2019年分の所得等が下記<資料>のとおりである場合、岡さんが

2019年分の所得税の確定申告をする際に、給与所得と損益通算できる損失に関す

る次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、▲が付された所得の金額

は、その所得に損失が発生していることを意味するものとする。  

 

 
 

1.不動産所得の計算上生じた損失▲110万円と損益通算できる。 

 

2.不動産所得の計算上生じた損失▲110万円およびゴルフ会員権の譲渡損失▲220

万円と損益通算できる。  

 

3.ゴルフ会員権の譲渡損失▲220万円および上場株式の譲渡損失▲40万円と損益通

算できる。  

 

4.損益通算できる損失はない。  

 

 

  



【答え】 

1.不適切 

損益通算できる所得は、 

不動産所得、事業所得、山林所得、譲渡所得(生活上の必要のない資産、土地・建

物、株式等の譲渡損失は☓) 

 

・不動産所得 

不動産所得では土地取得のための借入金の利子（建物はOK）は損益通算できませ

ん。 

 
 

資料より、土地取得に要した借入金の利子の120万円は損益通算できません。 

 

従って950万円-120万円＝830万円 

 

不動産所得=840万円-830万円=10万円 

 

つまり、不動産所得に損失はありません。 

  



2.不適切 

ゴルフの会員権などの通常生活に必要のない資産の譲渡は損益通算できません。 

 

 

3.不適切 

譲渡所得(生活上の必要のない資産、土地・建物、株式等の譲渡損失は☓) 

譲渡損失ではゴルフ会員権などの通常生活に必要のない資産や、上場株式の損失

は損益通算できません。 

 

 

4.適切 

不動産所得では損失なし、ゴルフ会員権、上場株式の譲渡は損益通算出来ないた

め、損益通算できる損失はありません。 

 

 

従って、正解は【4】 

  



問18  

増田さん(68歳)の2019年分の収入等は下記のとおりである。増田さんの2019年分

の所得税における総所得金額として、正しいものはどれか。  

 
 

1. 380万円  

 

2. 320万円  

 

3. 260万円  

 

4. 235万円  

 

 

  



【答え】 

lmnDop#qr4sItDuDlmnGvw9opk@N   
qr4sxDlmn y z{4s$ |}4sxDqr4s Iz{4s~s$|}4
s~s$ •€•‚4sxD4s  
 

その他の雑所得…生命保険等の個人年金保険、講演料や作家以外の原稿料等  

公的年金の雑所得の計算は収入から公的年金等控除を引いたものとなる。  

 

公的年金の雑所得=収入額-公的年金等控除額 

 

老齢厚生年金および企業年金:320万円 

 

公的年金等控除額は速算表より、120万円です。 

 

 
 

従って320万円-120万円=200万円 

 

生命保険の満期保険金は一時所得の課税対象となります。 

一時所得の金額は、 

 

一時所得に係る総収入金額－その収入を得るために支出した金額の合計額-特別控

除50万円 

※総所得金額に一時所得を算入する場合には1/2を算入する。 

300万円-180万円-50万=70万円 

 

200万円＋70万円÷2=235万円 

 

 

従って、正解は【4. 235万円】 

  



【第6問】下記の(問19)~(問22)について解答しなさい。  

問19  

下記<親族関係図>の場合において、民法の規定に基づく法定相続分に関する次の

記述の空欄(ア) ~(ウ)に入る適切な語句または数値を語群の中から選び、解答欄

に記入しなさい。なお、同じ語句または数値を何度選んでもよいこととする。  

 
 

 

  



【答え】 

相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 
ア）法定相続人が配偶者と子であった場合には配偶者1/2、子1/2です。 

 

イ）資料より、子は3人ですので、1/2を更に3人で分割するので1/6。 

 

ウ）相続開始時にすでに相続人が死亡していた場合、その死亡した人の子に相続

権が移行されることを代襲相続と言います。 

孫Aさん、Bさんは既に死亡している二男の相続分1/6を相続でき、2人で分割する

ので、1/12になります。 

従って、正解は【ア.1/2  イ.1/6  ウ.1/12】 

  



問20  

相続税において相続財産から控除できる債務等に関する次の(ア)~(エ)の記述のう

ち、適切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)被相続人に課される未払いの所得税、住民税、固定資産税等は、相続財産か

ら控除することができる。  

 

(イ)葬式などの前後の出費で、通常葬式に!かせないお通"などにかかった費用

については、葬式費用として相続財産から控除することができる。  

 

(ウ)香#$しのためにかかった費用については、葬式費用として相続財産から控

除することができない。  

 

(エ)四十%日の法要のためにかかった費用については、原&として、葬式費用と

して相続財産から控除することができる。  

 

  



【答え】 

債務控除とは、故人が死亡時まで(生前)に払い'してしまった債務 で、'した財

産から、既に確定している支払いを控除できるものです。 

 

 ア.適切○ 

まだ納期限でない、支払い(務のある 所得税、住民税、固定資産税は、控除対象

です。  

 

 

イ.適切○ 

葬式に際しての葬式費用として、通常葬式に)う費用やお*施、お+代や、,名
料といったもので、被相続人の職業や-.、地/01な どを考慮し、認められる

範囲は控除対象です。  

お通"についても 控除対象となります。 

 

 

ウ.適切○ 

葬式に際しての葬式費用として、通常葬式に)う費用やお*施、お+代や、,名
料といったもので、被相続人の職業や-.、地/01な どを考慮し、認められる

範囲は控除対象です。  

香#$戻費用は 葬式費用に2まれない ため、債務控除の対象外です。 

 

 

エ.不適切☓ 

葬式に際しての葬式費用として、通常葬式に)う費用やお*施、お+代や、,名
料といったもので、被相続人の職業や-.、地/01な どを考慮し、認められる

範囲は控除対象です。  

四十%日は葬式や通"とは違い、行わないことも可能なため、債務控除の 対象外

です。 

 

  



問21  

3田さんは、各相続人の納付税額を計算する際の「配偶者に対する相続税額の4
減」について、FPで税理士でもある目5さんに質問をした。下記の空欄 (ア)~(ウ)

にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。  

 
 

  



【答え】 

ア）相続税の配偶者控除の要件では、配偶者が相続・遺6により取得した金額 が1

7 6,000万円以下か法定相続分相当額以下のいずれか多い金額までであれば相続税

は課税されません。  

従って、年齢についての要件はありません。 

 

 

イ）相続税の配偶者控除の要件では、配偶者が相続・遺6により取得した金額 が1

7 6,000万円以下か法定相続分相当額以下のいずれか多い金額までであれば相続税

は課税されません。  

 

 

ウ）申告期限後3年以内の分割見込み書を相続税の申告期限までに所8税務9へ申

請していれば、申告期限後3年以内に分割した財産は4減税率の対象となります。  

 

 

従って、正解は【4．（ア）要件は定められていません （イ）多い方 （ウ）3

年】 
  



問22  

成田さん(40歳)は、父(66歳)と祖父(90歳)から下記<資料>の6与を受けた。成田

さんの2019年分の6与税額として、正しいものはどれか。なお、父からの6与に

ついては、2018年から相続時:算課税制度の適用を受けている。   

 
1. 47万円  

2. 51万円  

3. 107万円  

4. 111万円  

  



【答え】 

6与税では、 ;年課税選<の場合、 特例6与財産として、 20歳以上の受6者がそ

の直系尊属(父母や祖父母))からの6与 について特例税率の適用を受けられます。 

 

また、相続時:算課税制度を選<した場合の6与額は特別控除額 2,500万円を控除

し、その金額を超えた金額には一律20%= じて計算されます。 

この制度を利用したら;年課税には戻れません。  

ただし、この制度以外からの6与者から6与を受けた場合は;年課税 が適>され

ます。  

 

従って、父からの6与は 2018年分と2019年の6与額の合計が 2,800万円となり、相

続時:算課税制度 の特別控除額2,500万円を300万円超えてしまいます。 

従って20%を=じます。  

 

300万円×20%=60万円 

 

祖父からの6与では特例6与財産の 490万円から、;年課税の基?控除 110万円が

控除されますので、380万円。 

速算表から

 
380万円×15%-10万円=47万円 

 

合計すると60万円＋47万円=107万円 

 

従って、正解は【3.107万円】 

  



【第7問】下記の(問23)~(問25)について解答しなさい。  

 
 

  



問23  

@本家のキャッシュフロー表の空欄(ア)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過AにおいてはB  数C理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。  

 

 

  



【答え】 

 
ア)資料より、Dの給与収入は基準年 396万円、変動率1% 

3年後の給与収入を求めるには年利1%を3年間E利計算することで求めます。  

 

E利計算の計算式  

元金×(1＋利率)F=  

 

396万円×(1＋1%)3 

 

※GHでの計算は、まず (1＋0.01)を計算し1.01。×を2回(＝を年数−１回) 

1.01××＝＝1.030301 

3,960,000×1.030301=4,079,991.96 

問題Iの記述より万円未満を四捨五入により、 408万円 

 

 

従って、正解は【ア. 408万円】 

  



問24  

@本家のキャッシュフロー表の空欄(イ)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過AにおいてはB  数C理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。  

 

 

  



【答え】 

 
1年目の金融資産'高を変動率で計算し、 2年後の年間収支と合算させます。 

 

まず変動率をかけた1年目の金融資産'高  

E利計算の計算式  

元金×(1＋利率)F=  

 

1,225万円×(1＋1%)=12,372500円 

 

 

12,372500円＋570,000=12,942,500円 

問題Iの記述より万円未満は四捨五入となるので、 1,294万円 

 

 

従って、正解は【イ. 1,294万円】 

  



問25  

JーKナルファイナンスにおいては、各種ローンに関する知Lが必要である。M
費者金融に関する次 の(ア)~(エ)の記述について、正しいものにはN、Oってい

るものには×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)アドオン方式による金利と実質金利を比Pすると、アドオン方式による金利

の方が低くなる。  

 

(イ)個人の借り過QをRSため、原&として、T金業者からの借入れは合計で年

収の3分の1以内と  

定められている。  

 

(ウ)自動+ローン (デUーラーローン )は、T金業法における総V規制の対象とな

らない。  

 

(エ)利息制限法におけるT付金の上限金利は、借入額に>じて 15~20%と定められ

ている。  

 

 

  



【答え】 

ア.不適切☓ 

アドオン方式とは、毎月一定額を分割で$済する際に、 当初の借入金に対して、

利率を決定します。 

借入金の$済額が減っても、利息は契約時のまま なので、実質金利は表面金利よ

りも高くなる。 

 

 

イ.適切○ 

個人が、M費者金融等から無担保で借り入れることの出来る額は、年収の1/3で

す。(総V規制 ) 

 

 

ウ.適切○ 

総V規制とは、M費者が M費者金融やクWジットカード会社などのT金業者か

ら、$済能X以上の過度な借り入れから守るもので、自動+ローンは 対象外で

す。 

 

 

エ.適切○ 

T金業者は利息制限法により、T付額の 15%Y 20%を金利上限としてT付を行わな

ければいけません。 

  



【第8問】下記の(問26)~(問28)について解答しなさい。  

下記の係数Z見表を=算で使用し、各問について計算しなさい。なお、税金は一

切考慮しないこととし、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従

うこと。  

 
  



問26  

山[さんは、有料老人ホームへの入居を検討しており、そのための資金として、 5

年後に1,500万円を準備したいと考えている。5年間、年利1.0%でE利運用する場

合、現在いくらの資金があればよいか。  

 

 

  



【答え】 

一定期間後に一定金額に達するために必要な元本を求めるには現価係数を使いま

す。 

 

現価係数=目標とする金額×現価係数=現在の元金 

 

問題では5年後に目標金額1,500万円を準備したい 

 
 

1,500万円×0.951=1,426.5万円 

 

従って、正解は【14,265,000円】 

  



問27  

小田さんは、住宅の購入準備として新たに積立てを開始する予定である。毎年年

末に60万円を積み立てるものとし、15年間、年利1.0%でE利運用しながら積み立

てた場合、15年後の合計額はいくらになるか。  

 

 

  



【答え】 

毎年一定額を積立た場合の一定期間後の元利合計を求めるには年金\価係数 を使

います。 

 

年金\価係数  

毎年積み上げる金額×年金\価係数 =一定期間後の積立額 

 

問題では、毎年60万円を15年間積立る 

 
60万円×16.097=9,658,200円 

 

従って、正解は【9,658,200円】 

  



問28  

中]さんは、独立開業の準備資金として、 10年後に800万円を用意しようと考えて

いる。年利1.0 %でE利運用しながら毎年年末に一定額を積み立てる場合、毎年い

くらずつ積み立てればよいか。  

  



【答え】 

一定期間後に一定金額を用意するための毎年の積立額求めるには減債基金係数を

しようします。 

減債基金係数 

一定期間後の目標額×減債基金係数=毎年の積立額 

 

問題では10年後に800万円を用意したい。 

 
 

800万円×0.096=768,000円 

 

従って、正解は【768,000円】 

  



【第9問】下記の(問29)~(問34)について解答しなさい。  

 
  



問29  

^_さんは外`定期a金に関心をもっている。下記 <資料>の外`定期a金につい

て、満期時の外`bースの元利合計額を円転した金額として、正しいものはどれ

か。  

 
 

1. 1,144,000円  

 

2. 1,131,200円  

 

3. 1,113,750円  

 

4. 1,111,000円  

 

  



【答え】 

計算の手順 

1.満期時の利息額の計算 

2.利息に対してのcde収  

3.満期時の外`bースの元利合計 から円へ 

 

1.利息額の計算 

10,0003ドルを年利 5.0%で3ヶ月満期ですので、 

10,0003ドル× 5.0%×3/12=1253ドル  

 

3ドル建ての利息額の 20％がcde収  

 

125 3ドル× (1-0.2)=100 3ドル  

よって、元金の合計は 10,100 3ドル  

 

円から外`に換える時には ffS を使用します。 

外`から円に換える時には ffB  を使用します。  

10,100 3ドルを円に換えるため ffB (1 3ドル 110.00円)を使用します。  
 

 
 

 

従って、10,100 3ドル× 110.00円=1,111,000円 

 

 

従って、正解は【4. 1,111,000円】 

  



問30  

g一hさんと^_さんはマンション購入に当たり、Diでの借入れを検討してい

る。Diで住宅ローンを借りる場合の主な組み方について、 FPのjklさんがま

とめた下表における^_さんの住宅借入金等特別控除 (以下「住宅ローン控除」と

いう)の適用についての空欄(ア)~(ウ)にあてはまる語 句の組み合わせとして、最

も適切なものはどれか。なお、借入方法以外の住宅ローン控除の適用要件はすべ

て満たしているものとする。  

 
 

  



【答え】 

ア）ペアローンでは、Diがそれぞれに連帯保証人となり、お互いに債務者とし

て住宅ローンの契約が可能です。 

住宅ローン控除もそれぞれに適用可能です。…受けられる 

 

 

イ、ウ）収入合算では、債務者以外の収入のある親族の収入も債務者の収入とし

て合算でき、合算した元金で住宅ローンの借り入れが可能です。(借り入れられる

金額が大きくなる。) 

住宅ローン控除は連帯保証型では主債務者のみです。 

連帯債務型では連帯債務者も適用可能です。 

 

 

従って、正解は【2.（ア）受けられる （イ）受けられない （ウ）受けられる】 
  



問31  

FPのjklさんは、個人に対する所得税のm組みについてg一hさんから質問を

受けた。jklさんが下記 <イnージ図 >を使用して行った所得税に関する次の

(ア)~(エ)の説明のうち、適切なものにはN、不適切なものには ×を解答欄に記入

しなさい。  

 
  



【答え】 

ア）適切○ 

住宅ローン控除は税額控除です。 

所得税から控除し、控除しきれない分は住民税から控除されます。 

 

 

イ）適切○ 

所得控除は、医療費の支出があった場合の医療費控除や、家族の社会保険料を払

った際の社会保険料控除、生命保険料の支出に対する生命保険料控除などがo当
し、所得税額から控除されます。 

 

 

ウ）不適切☓ 

pるさと納税 はqr金控除となりますので税額控除ではなく、 所得控除の対象で

す。 
 

 

エ）適切○ 

地震保険の支払った保険料は地震保険料控除として、所得控除の対象です。 

控除上限は所得税では5万円、住民税では2.5万円です。 

 

  



問32  

g一hさんは、契約中の収入保障保険 Aの保障額について、FPのjklさんに質問

をした。jklさんが説明の際に使用した下記 <イnージ図 >を基に、2019年10月1

日にg一hさんが死亡した場合に支払われる年金総額として、正しいものはどれ

か。なお、年金は毎月受け取るものとする。  

 
 

1. 900万円  

 

2. 3,420万円  

 

3. 4,500万円  

 

4. 5,400万円  

 

 

  



【答え】 

収入保障保険 

 ・被保険者が高度障害・死亡した場合に保険金が年金形式で毎月（毎年）受け

取れる定期保険 

  ・保険金額が経過年数とともにs減していく  

 ・保険金は年金受取と一時金受取は選<できるが受取総額は年金受取が一時金

受取を上回ります。 

 ・一般的に保険料は、定期保険より安いです。 

��

��

 
資料より、月額15万円の年金を受け取れて、保証期間25年のうち契約後6年で死

亡、すなわち19年間の受給が可能です。 

 

15万円×12ヶ月×19年=3,420万円 

 

 

従って、正解は【2. 3,420万円】 

  



問33  

g一hさんは、 2019年8月に病気(tu病 )療vのためw業したことから、xy保険

から支給されるu病手当金について FPのjklさんに相談をした。g一hさんの

w業に関する状況は下記 <資料>のとおりである。<資料>に基づき、g一hさんに

支給されるu病手当金に関する次の記述の (ア)~(ウ)に入る適切な語句を語群の中

から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、 g一hさんは、全国x
y保険z会管{xy保険 (z会けん| )の被保険者である。また、記載以外のu病

手当金の受給要件はすべて満たしているものとする。  

 
  



 
 

 

  



【答え】 

u病手当金は被保険者が病気や}ガのためm事を ３日以上続けてwみ、十分な給

与が受けられない場合、４日目から最長１年６~月間支給されます。 

・1日の支給額  

支給開始前12~月間の各月の標準月額報酬を平均した額÷30日×2/3 

※u病手当以外に給与があった場合にはu病手当の支給はない。  

給与額がu病手当金額よりも低い場合は、給与との差額が支給されます。      

 
ア）3日以上続けてwんだのは 6日Y 8日ですので、支給日は9日です。 

 

 

イ)u病手当金の額は  

36万円÷30×2/3=8,000円 

w業した日に 1日あたり3,000円の給与が支給され、u病手当金よりも低いため、

差額が支給されます。→5,000円支給 

 

 

ウ) u病手当金は被保険者が病気や}ガのためm事を ３日以上続けてwみ、十分

な給与が受けられない場合、４日目から最長１年６~月間支給されます。 

 

 

従って、正解は【(ア)3． 8月 9日 (イ)4． 5,000円 (ウ)8． 1 年 6ヵ月】 

  



問34  

g一hさんの弟の•€さんは、自らのスキルアップを図るため 2019年9月に32歳で

会社を自己都合退職し、転職先が決まるまでは雇用保険の基本手当を受給するこ

とを考えている。雇用保険の基本手当に関する次の記述の空欄(ア)~(ウ)にあては

まる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、•€さんは、退職し

た会社に24歳から勤務し、継続して雇用保険に加入しており、基本手当の受給要

件はすべて満たしているものとする。また、•€さんには、このほかに雇用保険

の加入期間はなく、障害者等の•職‚難者にはo当しないものとし、ƒ長給付に

ついては考慮しないものとする。 

  
  



 
 

 

  



【答え】 

ア）24歳から勤務し、32歳で自己都合退職した場合の勤務年数は8年です。 

 
資料より、所定日数は90日です。 

 

 

イ) 雇用保険の受給期間は、期間„職日の…日から†算して、 原&１年間 です

が、受給期間中に病気、}ガ 、‡ˆ、出産、‰Š等で引き続き 30日以上‹くこと

ができない場合は最長3年間までƒ長 できます。 

従って、最大で4年間の受給が可能です。 

 

 

ウ）雇用保険では支給までのŒ•期間として Ž日間。ただし 自己都合退職は7日＋

最長3ヶ月の給付制限があります。 

 

 

従って、正解は【4．（ア）90日 （イ）4年間 （ウ）3ヵ月】 

  



【第10問】下記の(問35)~(問40)について解答しなさい。  

 
  



 
 

  



問35  

FPの山田さんは、まず現時点(2019年9月1日)における関•家 (•行さんと‘子さ

ん)のバ ランスシート分析を行うこととした。下表の空欄(ア)に入る数値を計算

しなさい。  

 
  



【答え】 

総資産を求める場合には資産合計額-負債合計額で求められます。 

 

 

 
資産合計は 

a貯金等 1,360万円＋350万円＋債権・株式320万円＋不動産2,400万円＋700万円＋

動産等120万円＋50万円＋生命保険$戻金 120万円＋80万円＋350万円＋150万円

=6,000万円 

負債合計は 

住宅ローン1,220万円＋自動+ローン 60万円=1,280万円 

6,000万円-1,280万円=4,720万円 

従って、正解は【純資産 4,720万円】 

  



問36  

•行さんの父の’一さんは、借地権を設定した土地の上に家“を建築して居住し

ている(下記<路線価図>参照)。仮に2019年9月1日に’一さんが死亡した場合のこ

の借地権の路線価方式による相 続税の課税価格に算入すべき価額として、正しい

ものはどれか。なお、この借地権および自宅の家“は’一さんの”であるk子さ

んが相続するものとし、「小規•宅地等に係る相続税の課税価格の計算の特例」

の適用を受けるものとして、同特例適用後の金額を解答すること。  

 
 

  



【答え】 

・借地権の評価 

借地権評価額＝自用地評価額×借地権割合 

 

・地積の一方が道路に面している場合の自用地評価額の求め方は 

路線価方式の宅地の自用地評価額=路線価×–行価格補正率×地積  

 

・路線価の単位 

路線価は—円単位で表され、アルファbットに借地権割合が割り当てられていま

す。

 
 

資料の200˜は200—円→20万円で借地権60% 

アルフ

ァbッ
ト 

A B C ˜  E F ™ 

借地権

割合 

90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 

 

資料より、–行き補正等の補正はないので計算に2みません。  

従って、200,000円×240㎡=48,000,000円 

 

・借地権の評価 

借地権評価額＝自用地評価額×借地権割合 

 

48,000,000円×60%=28,800,000円 

 

  



小規•宅地の特例では 、特定居住用宅地については面積330㎡を上限に80%が減額

となります。 

š分  要件 面積 割合 備考 

特定居住用宅

地 

被相続人の居住用で、取得者

が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と特

定事業用の›用
では730㎡まで適

用 

特定事業用宅

地 

被相続人の事業用で、取得者

が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告まで

事業を引き継S  

T付 事業用宅

地 

不動産T付用の宅地  

（賃Tマンショ等）  

200㎡ 50％ 相続税申告期限

までに譲渡した

場合は除く 

【減額の計算方法】 

減額される金額＝宅地の評価額×（宅地総面積のうちœ適用対象となる面積÷宅

地総面積）×50％または80％ 

 

28,800,000円×(敷地面積240㎡÷240㎡)×80%=23,040,000円 

 

借地権の相続税評価額は 

28,800,000円-23,040,000円=5,760,000円 

 

従って、正解は【2. 5,760,000円】 

  



問37  

•行さんが 2019年中に行った国内公募株式投資信託であるRファンドの取引は、下

記<資料>のとおりである。•行さんの 2019年分のRファンドに係る譲渡所得の金額

として、正しいものはどれか。なお、•行さんは、 2018年以前にRファンドを保有

したことはない。また、いずれの取引も基準価額での購入または売却である。  

 
 

  



【答え】 

株式の譲渡所得を計算する際には、 

譲渡価格-取得費=株式の譲渡価格 

いくらで売れたのか•：譲渡価額  

それを取得するのにいくらかかったか•：取得費 (手数料込み) 

 

取得費を計算する際、E数回、売žをŸり$した場合には、  

加重平均した一株あたりの価額(手数料込み)×売却した株式数 

 
・一株あたりの価額 

資料より2019年は1月、7月に購入、9月に売却を行っておりますので、 

1月：100万口×9,400円÷1万=94万円 

7月：60万口×11,000円÷1万=66万円 

 

加重平均した1額あたりの価額 

(94万円＋66万円)÷(100万口＋60万口)=1円 

  1,600,000円    1,600,000万口 

 

・手数料等 

1月：20,304円 

7月：14,256円 

加重平均した1回の手数料は 

(20,304円＋14,256円)÷(100万口＋60万口)=0.0216円 

   34,560円            1,600,000万口 

 

取得費合計は(1円×100万口)＋(0.0216×100万口)=1,021,600円 

       100万円      21,600円 

・譲渡価格 

1万口12,000円=1株1.2円 

1.2円×100万口=120万円 

 

譲渡所得=譲渡価格-取得費 

1,200,000円-1,021,600円=178,400円 

 

従って、正解は【2． 178,400円】 



問 38  
下記<資料>は、•行さんの父である’一さんの財産等の明 である。仮に 2019年9

月1日に’一さんが死亡した場合の相続税の課税遺産総額 (課税価格の合計額から

基?控除額を差し引いた金額 )として、正しいものはどれか。なお、’一さんの相

続に際しては、法定相続人が法定相続分どおりに財産を取得し、相続の¡¢はな

いものとする。  

 
 

  



【答え】 

・相続税とは相続または遺6により財産を取得したときにかかる税金のことで

す。課税対象となる相続財産には「本来の相続財産」と「みなし相続財産」があ

ります。 

「本来の相続財産」とは相続や遺6により取得した財産で、a金や株、債£など

金¤で見積もることができます。  

「みなし財産」とは生命保険や退職金などで、実質的に相続財産とみなして、相

続税の課税対象としているものです。 

 

・相続人が生命保険金や死亡退職金を受け取った場合に、以下で求められる額は

非課税となります。 

 

非課税限度額＝500万円×法定相続人の数 

 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 
本問では、法定相続人は4人で、 

配偶者:k子さん  

子:•行さん、¥_さん (他界) 

孫(¥_さんの代襲相続 ):¦介さん、§子さん  

  



配偶者、子がそれぞれ1/2となり、子である•行さん、¥_さんでそれぞれ 1/4。 

相続開始時にすでに相続人が死亡していた場合、代襲相続によりその死亡した人

の子に相続権が移行されるため、孫2名で¥_さんの 1/4の相続分を分割するので

1/8となります。 

��
保険金受取人であるk子さんである生命保険 Xの非課税額は 

500万円×2=2,000万円 

生命保険Xの課税価格は 

2,500万円-2,000万円=500万円 

 

相続人が生命保険金や死亡退職金を受け取った場合には非課税の対象となります

が、¨里さんは 相続人ではないため生命保険Y全額が課税対象です。 

 

生前6与加算とは相続または遺6により財産を取得した人が、 被相続人からその

死亡前3年以内に6与 を受けた財産があるときには、6与時の価額 で6与を受けた

人の相続税の課税価格に加算することです。 

6与を受けたx©さんは、相続人ではない ため相続または遺6 ではありません。 

 

葬式に際しての葬式費用として、通常葬式に)う費用やお*施、お+代や、,名
料といったもので、被相続人の職業や-.、地/01な どを考慮し、認められる

範囲は控除対象ですので、相続財産額より控除可能です。 

 

従って課税価格は 

金融資産・不動産等22,000万円＋生保X500万円＋生保Y300万円−葬式費400万円=2

7 2,400万円 

  



・基?控除額  

基?控除額は法定相続人の数で決まります。  

相続税の基?控除の算式  

＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数 

��
3,000万円＋600万円×4=5,400万円 

� � � � � � � � � � � �   2,400万円 

課税総額は 

27 2,400万円-5,400万円=17 7,000万円 

 

 

従って、正解は【2, 17,000万円】 

  



問39  

‘子さんの母の_¨•さんは、 2019年10月に70歳になる。_¨•さんは 65歳から

老齢基?年金を受給することができたが、Ÿ下げ受給することを考えまだ請求を

していない。_¨•さんが 70歳ª達月に老齢基?年金の支給Ÿ下げの申出をした

場合、70歳時に受け取るŸ下げ支給の老齢基?年金 (付加年金を2« )の額とし

て、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては、下記<資料>に基づくことと

する。  

 
  



【答え】 

老齢基?年金の計算方法は、  

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋¬除期間 )÷480 月(40 年×12 ヶ月) 

 

・資料より保険料納付済み期間は432月で、¬除期間はありません 。 

 

780,100円×432月÷480月=702,090円 

 

・付加年金は第1号被保険者の­意制度で月額保険料 400円を国民保険料に上=せ
し納付し、200円×納付期間が老齢基?年金に加算されます。  

・付加年金の期間は150月です。 

 

200円×150月=30,000円 

 

・老齢厚生年金のŸ上げ支給およびŸ下げ支給  

 Ÿり上げ受給 :Ÿり上げた月数× 0.5％分が老齢厚生年金額から減算 

 Ÿり下げ受給 :Ÿり下げた月数× 0.7％分が老齢厚生年金に加算 

 

70歳からの受給では、65歳から5年間Ÿり下げたので 12ヶ月×5年×0.7%=42% 

 

Ÿり下げ受給後の支給額は  

老齢基?年金 702,090円＋付加年金30,000円×Ÿり下げ 42%=1,039,567.8円 

円未満四捨五入により1,039,568円 

 

 

従って、正解は【2. 1,039,568円】 

  



問40  

•行さんは、®後自分に介護が必要になった場合を考え、公的介護保険制度の介

護サービスについて、 FPの山田さんに質問をした。介護保険の給付に関する山田

さんの次の説明の空欄(ア)~(ウ)に入る適切な語句を語群の中から選び、その番号

のみを解答欄に記入しなさい。  

 
 

 

 

 

  



【答え】 

・公的介護保険 

  第１号被保険者 第２号被保険者 

対象者 ６¯歳以上  ４０歳以上Y６¯歳未満  

保険料 

 

°š±² が所得に>じる  

 

・xy保険  

z会けん|の介護保険料は

1.79％で全国一律(³´ 2年分か

ら) 

・国民xy保険の場合  

前年の所得に>じる。  

受給者 要介護・要支援者(要介護1Y
5・要支援者1,2) 

特定疾病により、要介護・要支

援になった人 

利用者 

自己負担 

年金収入280万円未満 

１割負担 

年金収入280万円以上 

2割負担 

年金収入等340万円以上 

3割負担※平成30年8月Y  

（支給限度額を超えた部分は

全額自己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

}アプラン作成費は負担なし  

原&１割負担  

（支給限度額を超えた部分は全

額自己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

}アプラン作成費は負担なし  

ア）介護保険の給付を受けるには、°š±²から、 要介護・要支援者として認定

を受けると給付を受けられます。 

 

 

イ）要介護者は1Y 5µ¶、要支援者は 1,2µ¶の計 7µ¶ です。 

 

 

ウ）利用者の自己負担額は原& 1割で、所得に>じて変わります。  

 

 

従って、正解は 

【(ア)3．°±²（特別šを2«）  (イ)4． 7 µ¶   (ウ)7．1割】 

 

 

-\ - 


